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1. Mission 

	 現在の化学・エネルギー産業では様々な省エネルギー対策が行われていますが、全消費

エネルギーの約 40％におよぶ多大なエネルギーが化合物の‘分離’行程で費やされており、

省エネルギー化のボトルネックになっています。現在の分離プロセスは大変複雑なもので

すが、これを“簡単に（easy）に，エコロジカル（eco）で、効率の（efficient）良い分

離（Separation）を達成することで、お客様ニッコリ（唇に似せた凹の矢印）”の意を込

めて、企業名イーセップ（smile	by	easy,	eco,	efficient	Separation:	eSep）とロゴマ

ークを決めています。	

	

	 ５種類の色：緑の目、黄色い鼻、黒の目、青の耳、赤の口は、人種を超え、世界中で協

力し合う方針を示しています。また上向きの赤い矢印は、弊社の将来の業績も表現してい

ます。開発投資が進むことで一時的にキャッシュフローはマイナスに転じますが、開発し

た製品により将来的には大きく成長することを表現しています。	

 

 

 

 

 

 

図 1 弊社ロゴ. 
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2.  株主の皆様へ（事業・開発状況報告） 

 
代表取締役社長 澤村健一 

＠けいはんなオープンイノベーションセンター（KICK） 

 

	株主の皆様には、平素より格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。	

	 弊社はナノテクノロジー材料技術と膜分離プロセス工学を融合したナノセラミック分離

膜技術により、急成長するエネルギー・化学産業分野の革新を目指す開発型ベンチャー企

業です。けいはんなオープンイノベーションセンター（通称 KICK）に拠点に、開発したナ

ノセラミック分離膜基盤を活用し、次世代型グリーンエネルギープロセスの開発・事業化

を産学連携のオープンイノベーション体制で推進しています（図 2）。連携大学、連携企業

も年々拡大し、特に産学連携では、当該分野のオールジャパン体制で取り組んでいます。	

 

図 2 eSep 事業体制. 
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◆膜分離による省エネ期待と課題 

	 活気ある持続可能な社会の構築を実現させるためには、エネルギー資源の利用効率を究

極まで高め、全産業の基幹となる化学品等を持続的に生産・供給できる体制の構築が急務

です。特に現行の化学産業では、全消費エネルギーの約 4 割におよぶ多大なエネルギーが

化合物の「分離」に費やされており、またそのプロセスや設備も大変複雑です。そのため

化学分野における分離技術の抜本的な改善は、既存の生産プロセスの大幅な改善に繋がり、

省設備・省エネルギーなプロセスの構築が可能となります。	

 膜分離は将来の化学プロセスを簡略化する技術として近年導入が期待されており、特に、

化学プロセスにおいて最もエネルギー消費の大きい蒸留プロセスに膜分離を導入すること

で、大きな省エネルギー効果が見込まれています。蒸留プロセスは確立された技術ですが、

沸点の近い化合物同士の分離では分離される物質の純度を高めるために加熱と冷却を何度

も繰り返す必要があり、非常に多量のエネルギーを消費しています。膜分離では、物質の

沸点差ではなく分子の大きさや化学的親和性の差異によって分離を行うため、蒸留のよう

に加熱・冷却を繰り返す必要がなく、大きな省エネ効果を見込むことができます。	 弊社

のビジョンは、耐久性に優れるナノセラミック分離膜の開発・事業化により、現行の蒸留

プロセスにおける加熱・冷却を最少化させる膜分離プロセスを具現化し、大幅な省エネル

ギーを実現しようとするものです。例えるならコンピューターの世界においてイノベーシ

ョンをもたらした真空管からトランジスター、IC	へ移行した役割を、化学工場においては

ナノセラミック分離膜に託するものです（図３）。	

 

図3  ナノセラミック分離膜で目指している化学産業イメージ. 
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	 蒸留工程での分離対象となる化学溶剤の分子サイズはほんどが 1	nm（10 億分の１m）以

下であり、MF 膜（Micro	Filter=精密ろ過膜）、UF 膜（Ultra	Filter=	限外ろ過膜）、NF 膜

（Nano	Filter=ナノフィルター）といった従来の分離膜（フィルター）では、膜孔径が大

きく、1	nm 以下の分子レベルの分離を行うことはできません（図４）。また現行のポリマー

素材の分離膜では耐溶剤性に乏しく、各種化学プロセスへの適用は非常に限定的です。 

	

図 4 本事業の分離対象範囲（1nm 以下の化学溶剤分離）. 

 

◆ナノ多孔性分離膜 

	 弊社では、化学プロセスで求められる高耐久性を有するセラミック製の分離膜の開発を、

産学連携体制にて一貫して実施しています。分離膜のナノ細孔径は、独自に合成した各種

ナノ粒子を所定条件、具体的には、大きめのナノ細孔を形成する際は大きめのナノ粒子を、

小さめのナノ細孔を形成する際は小さなナノ粒子を塗布することによって制御しています。	

	 弊社では、高透過性・高分離選択性・高耐久性を実現させるため、産業用のセラミック

多孔質フィルター（細孔径１〜１０μm 程度）を基体として、下記３段階の精密製造工程を

行っています。	

（第 1 工程）アルミナ中間層成膜：膜細孔径：数十〜数百 nm		

（第 2 工程）シリカ中間層成膜：膜細孔径 1	nm	〜	10	nm	 	 	

（第 3 工程）シリカ系分離層成膜：膜細孔径 0.3-0.5	nm	 				

	

図 5 イーセップ製ナノセラミック分離膜の膜構造. 
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	 当該分離膜はセラミックナノ粒子の多重積層により製膜を行いますが、その際当該ナノ

粒子を膜欠陥なく均一に、繰返し塗布する必要があります。現在の製膜方法は手作業によ

るものであるため、ナノ粒子塗布工程の繰返し作業の精度向上、再現性向上、及び生産性

向上の観点から、当該作業の機械化が必要です。そのため本年度では、当該ナノ多孔性分

離膜製造の主要な一工程（全3工程中の1工程（上記第2工程））について、手作業から機械

式によるナノ粒子塗布製膜装置と生産技術を開発し、世界で初めて全自動型連続生産に成

功致しました。	

	
図6 手作業から流通式連続生産（全自動化）への移行例. 

 

 さらに次年度では本年度の成果を基に、残りの製造工程（第 1 工程及び第 3 工程）につい

ても全自動型連続生産化を進め、当該ナノ多孔性分離膜製造の全工程全自動型連続生産技

術の構築を行います。そして日本発のナノ多孔性セラミック分離膜の世界一のメーカーと

して、当該分離膜の製造技術拠点の整備を進めます。	

	 また本事業はこれまで公益財団法人京都産業２１の平成３０年度「企業の森・産学の森」

推進事業の支援（交付決定額 13,377,000 円）を受け、奈良先端科学技術大学院大学と共同

で推進してきました。引き続き次年度も公益財団法人京都産業２１の令和元年度「企業の

森・産学の森」推進事業の支援（交付決定額 31,000,000 円）を受け、奈良先端科学技術大

学院大学と大阪大学と共同で推進予定です。	

	

図 7 構築中の eSep ナノセラミック分離膜製造・開発拠点＠KICK106-109. 
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	 また開発案件としては、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）

支援のもと、広島大学と共同でバイオエタノール濃縮用脱エタノール膜及びその性能を発

揮できる高効率システムの開発を進めています。再生可能エネルギーを高効率で分離・精

製できる技術を開発することによって、新規省エネ・創エネ技術の社会実装に貢献したい

と考えています。またこれまで弊社では親水的な分離膜の開発を主体で進めてきましたが、

上記市場ニーズを踏まえ、疎水的な分離膜まで開発の幅を広げています。	

 
 

 

 

図 8 産学連携で開発中の新規分離膜例. 

  

 上記以外にも複数の事業会社、ユーザー会社と各種共同開発を進めていますが、秘密保

持契約の関係でここでの記載は省略致します。	
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	 本年度の事業収支については、売上高 21,564,399 円（売上総利益 16,971,051 円）、当

期純利益▲15,657,026 円の減収減益となりました。これは、膜生産体制を手動式から機械

式自動化に移行するための現場工事において安全を優先して膜生産を一時的にストップさ

せたこと、及び当該生産方式転換に当初計画より注力したことが主たる原因です（販売費

及び一般管理費合計 50,089,375 円）。本年度当初は手動式生産ラインとの同時稼働により、

黒字を維持したままでの新規（全自動式）膜生産体制の導入を計画していました。しかし

短期的利益よりは長期的利益を重視し、本年度は減収減益覚悟で膜生産体制を手動式から

機械式自動化に早期移行できるよう、軌道修正致しました。本年度赤字範囲も本件補助金

等支援（雑収入合計 20,121,796 円）も考慮し、キャシュフロー的に問題ない範囲で抑えて

います。	

	 次年度以降、特に溶剤分離向けのナノセラミック分離膜の受注増加が見込まれるため、

引き続き当該分離膜の量産化体制の構築を急ぎます。導入を進めている当該分離膜製品の

連続生産ラインが順次稼働することにより、大きな増収増益効果を見込んでいます（図 9）。	

	 また IPO（マザーズ）目標時期を第 11 期（2024 年）に設定し、社内外の必要な管理体制

の構築も進めています。第７期では新たに CFO、COO 人材を迎え、取締役を現在の 1 名体制

から３名まで拡充する予定です。	

	 加えて直近では 2020 年 1-3 月頃に第三者割当増資を実行するように準備を進めており、

当社事業を推進する上で必要な資金調達についても引き続き実施して参ります。	

	 投資家の皆様には、引き続きご支援のほど、よろしくお願い申し上げます。	
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図 9 事業進捗状況及び計画. 
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3.  財務状況 
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4.  投資家情報 

＜発行株総数：4,400 株＞ 

・澤村 健一 （創業者/代表取締役社長）  ＜3,000 株＞ 

・NVCC スタートアップファンド投資事業有限責任組合  ＜400 株＞ 

・中信ベンチャー・投資ファンド 4号投資事業有限責任組合 ＜400 株＞ 

・三菱 UFJ キャピタル 6号投資事業有限責任組合 ＜200 株＞ 

・フェニックス投資事業有限責任組合 ＜150 株＞ 

・三立化成株式会社 ＜100 株＞ 

・京銀輝く未来応援ファンド投資事業有限責任組合  ＜100 株＞ 

・東洋スクリーン工業株式会社 ＜50 株＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 15 

報告書 

 

前記のとおりご報告申し上げます。 

 

 

 

 

令和元年１２月１２日  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                 イーセップ株式会社  

代表取締役社長 澤村 健一 

 

 

 


